
　　＜Ⅰ．概要＞ 　③９月より、会員が法定福利費を内訳明

　社会保険の加入促進・加入継続に向けて 　示した見積書を提出します。

の動きが大きな山を迎えようとしています。 ⑵詳細

　法定福利費を内訳明示した見積書の一斉 　①共通の説明用資料

提出が、すべての専門工事業団体で今年秋 　　(ⅰ)参考資料１　

より始まります。 　　　見積書の１ページ目に、工事費とは

　若者の業界への入職促進と法定福利費負 　　　別枠で“法定福利費（労務費の約１

担の多寡による不公正な競争是正のため　 　　　５％）”と記入する。

工事費とは別枠で法定福利費を見積書に計 　　(ⅰ)-2参考資料①-2

上し確保しようというものです。社会保険 　　(ⅱ)参考資料2

未加入対策推進協議会とそのワーキンググ 　　　経験値より工事費（見積及び契約）

リープで申し合わされた内容の実現を図り 　　に占める労務費率を推計したものです。

ます。 　　(ⅲ)参考資料３

　国土交通省より、施主団体・ゼネコン団

体・専門工事業団体にその内容が説明され

ました。それを受け、各団体がそれぞれの 　　　労務費算出のため　公共工事の積算

会員に対して“見積書”の活用につきその 　　資料より引用された歩掛です。関係者

展開を始めます。 　　に理解されやすい公正・妥当な客観デ

　　ータです。

　　(ⅳ)参考資料４　

　　　上記(ⅲ)には“壁打放面処理”の工

　　事明細がないため添付しました。

　　(ⅴ)資料４　

　　　すべての専門工事業者が９月より標

　　＜Ⅱ．日左連での展開＞ 　　準見積書を一斉提出する行程表です。

　当委員会で協議した内容を都道府県連を 　　(ⅵ)資料５　

通じて会員に説明する予定です。

⑴概略 　　　簡便な法定福利費の算出方法です。

　①共通の説明用資料を日左連ホームペー 　　　上記(ⅲ)-2と同じ手法です。

　ジ内の“日左連社会保険未加入対策問題 　　(ⅶ)資料６　

　専用ページ”に掲載しました。

　②日左連理事会（７/１７）で説明し　 　　(ⅷ)資料７　

　都道府県連単位での説明会を要請します。

　　≪見積書活用の展開の流れ≫

法定福利費を内訳明示した見積書を提出しよう！

社会保険未加入対策推進協議会・ワーキンググループ
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団体における標準見積等
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保険料率の例示

（12枚）

料”より



　　　資料６・資料７は上記の(ⅱ)・(ⅲ) 　　　・未加入企業と加入企業への取り扱

　　・(ⅲ)-2と同じ考え方です。 　　　いの区別

　　　要点は 　　　・技能者単位の社会保険加入率

　　　　・公正・妥当な客観データを用い 　　　　　　　　　が説明されています。

　　　　ることと 　　　　但し　技能者単位の社会保険（特

　　　　・労務費の算出には　基本的な方 　　　に厚生年金）の加入率は　昨年秋に

　　　　法と共に簡便な方法もある 　　　実施したアンケート調査では２０％

　　　　　　　ということです。 　　　程度と推計されます。

　　(ⅸ)資料８　 　　(ⅹⅴ)資料１4

　　　専門工事業団体による説明会・業界

　　団体のホームページへの掲載・ゼネコ 　　　現場で働く技能者に対して

　　ンの協力会による説明会・リーフレッ 　　　　・失業したとき

　　トの活用・技能者への説明を呼び掛け 　　　　・病気やケガをしたとき

　　るものです。 　　　　・高齢で引退して無収入になった

　　(ⅹ)資料９　 　　　　時に

　　　　　社会保険が本人と家族の安心の

　　　国交省からのゼネコン団体・専門工 　　　　ために必要であり　社会保険の加

　　事業団体への働きかけです。 　　　　入が会社の義務であることが述べ

　　(ⅹⅰ)資料10　 　　　　られています。

　②都道府県連・ブロック会作成の説明用

　　資料

　　　ゼネコンに対して 　　上記①の資料と共に使用します。

　　　　・発注者から法定福利費を確保し 　③説明者

　　　　・専門工事業者に適正に支払う必 　　(ⅰ)都道府県連の会長（理事長）又は

　　　　要があることを伝えるリーフレッ 　　　　役員

　　　　トです。 　　(ⅱ)当委員会委員

　　(ⅹⅱ)資料11 　④相談窓口

　　(ⅰ)日左連事務局　伊藤係長

　　　専門工事業者に対して 　　(ⅱ)当委員会委員

　　　　・どのような社会保険に加入しな

　　　　ければならないか 　　＜Ⅲ．情報源＞

　　　　・社会保険に加入していない場合 ⑴日左連ホームページ内の“会員専用ペー

　　　　に受ける措置 　ジ”→　“日左連社会保険未加入問題対

　　　　　　について説明されています。 　策ページ”（http://www.nissaren.or.jp/7439）

　　(ⅹⅲ)資料12　 ⑵国土交通省のホームページ“建設業の社

　会保険未加入対策”（上記⑴からもアク

　セスできます。）

　　　ゼネコンに法定福利費の確保を求め 　　掲載事項の内

　　ると共に　専門工事業者に自社の技能 　①　４．具体的対策

　　者と二次以下の技能者に対する法定福 　　　　⑴保険加入の推進

　　利費の確保を求めています。 　　　　　〔4〕周知方法

　　(ⅹⅳ)資料13　 　　　　　　3)

必要な社会保険料（法定福利費）

関係者への周知・啓発

法令福利費内訳明示の支

援（イメージ）

建設労働者の保険加入に

を確保しましょう。

社会保険に加入して

いますか？

必要な社会保険料（

法定福利費）を元請に求めま

しょう。

建設業では、若い人

材がどんどん減っています。

社会保険に加入しま

しょう！

周知・広報用のリー

　フレット・ポスター

５



　　　・若年入職者の減少 　②　４．具体的対策

　　　　⑷法定福利費 　　＜Ⅵ最後に＞

　　　　　〔１〕標準見積書での法定福利 　“社会保険未加入問題”については国交

　　　　　　　　費明示 省が力を入れて取組んでいます。

　　　　　　2) 　業界にとっても追い風が吹き始め　“コ

ンクリートから人へ”の流れから“コンク

リートも人も”に移りつつあります。

　　　　　　　 　大きく動き始めた“社会保険の加入促進

　　　　　　が有用です。 ・加入継続”をきちんと進めてゆきたいも

　　尚　①・②の中で説明会にお薦めの資 のです。（平成２５年６月１３日記）

　料は上記⑴に掲載する予定です。

　　≪メモ　技能者単位の厚生年金保険加入状況≫

（１）　国土交通省による公共事業労務費調査（平成24年10月）

（２）　日左連担当委員会による都道府県連役員を対象とした調査（平成24年秋）からの推計

　　①　回答事業所（923社の対象事業所の内409社）よりの推計

　　②　全会員を対象とした推計

資料１

標準見積書の活用等

　に向けた説明会（平

　成25年5月16日）

加　入

60％

未加入
40％

（国民年金加

入者を含む）

加　入
29％

未加入
71％

加入

未加入

80％

20％

６



平成２５年８月

国土交通省 建設市場整備課 御中

（一社）日本左官業組合連合会  

左官工事ＰＲ・構造改善委員会  

  

※ 社会保険の加入促進・加入継続を図るための“標準見積書“を下記の通り

提出します。

≪ 記 ≫

（１）法定福利費を内訳明示した見積書（ 参考資料①及び参考資料①-2）

（２）労務費算出の参考資料

  ① 労務費の比率（野丁場／材工） （ 参考資料② ）

  ②(一財)経済調査会発行の“改定１８版 工事歩掛要覧＜建築・設備編＞”

   の一部（ 参考資料③ ）

  ③日本左官業組合連合会東北ブロック会作成の“左官工事実勢単価集計

資料 平成２４年度版”（ 参考資料④ ）

標準見積書の改定

７
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（参考）介護保険の対象者割合（協会けんぽ）を考慮した平成２５年度の各保険の保険料率

事業主負担

①雇用保険
健康保険

③厚生年金保険
計

（①＋②＋③）
健康保険料率 介護保険料率 ②健康保険　計

1.05% 4.985% 0.405% 5.390% 8.71% 15.15%

【各保険料率の根拠】

①雇用保険：　建設の事業に係る保険料率

②健康保険

　健康保険料率：　９．９７％（協会けんぽ東京支部）を事業主・被保険者で折半。

　介護保険料率：　１．５５％（協会けんぽ東京支部で介護保険第２号被保険者）を事業主・被保険者で折半し、介護保険の対象で

　　　ある４０歳以上６４歳以下の割合５２．３％（協会けんぽ　平成２３年度事業年報）を乗じた比率。　

　　 　　　※介護保険料率の算式＝１．５５％／２×５２．３％＝０．４０５％（小数点第３位未満四捨五入）

③厚生年金保険： 　１７．１２％を事業主・被保険者で折半。児童手当拠出金０．１５％を全額事業主負担。

　　　　　　　　　　　　　※厚生年金保険の保険料率は、平成２４年９月分から従来より０．３５４％引き上げられています。　

※協会けんぽ東京支部　加入の場合

参考資料①-2

８
　
–
　
２



※直用施工比率の高い事業所数社の

　最近の完成工事に占める労務比率です。

　現在、その他の事業所でも調査してもらっています。

（改25.8）

100％

労務費の比率（野丁場／材工）

＜見　　積＞ ＜契　　約＞

・材料費
・直接工事経費
・一般管理費
・営業利益

・材料費
・直接工事経費
・一般管理費
・営業利益

工
　
事
　
見
　
積
　
金
　
額

値
　
引

工
　
事
　
契
　
約
　
金

100％

労　務　費

30～40%

労　務　費

※50～60%

参考資料②

値引

３割
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参考資料③ 10
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改定１８版　工事歩掛要覧＜建築・設備編＞
　　　　　　経済調査会　積算研究会編
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壁打放面処理

（１㎡当たり）

硬質資材

セメントフィラー系

（㎏）

壁打放面木コン埋・

目違処理 0.033 1.3

壁打放面薄塗仕上

１回シゴキ 0.0455 2.2

壁打放面薄塗仕上

２回シゴキ 0.056 3.7

（注）　１．目地廻り　開口部廻り不陸調整別途

　　　　２．躯体修正は実務精算のこと。

※　出典

　“壁打放面処理”については㈳日本左官業組合連合会東北ブロック会作成の

　“左官工事実勢単価集計資料　平成２４年度版”より引用

摘　要

一式

名　　称
左官
（人）

その他

参考資料④ 11




